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令和5年第3回市議会（臨時会）に次の案件を提出する｡ 
 

令 和 5 年 6 月 2 1 日 

堺市長  永  藤  英  機 

 

議案第 69 号 市長等の給与の特例に関する条例 

議案第 70 号 市長等の退職手当の特例に関する条例 
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議案第 69 号 

 

市長等の給与の特例に関する条例 

 

 （市長の給与の特例） 

第１条 令和５年６月９日現在において市長の職にあった者（以下「市長」という。）に

対する同日を含む任期に係る期間（この条例の施行の日以後の期間に限る。以下「特例

期間」という。）における給料月額は、堺市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例

第６号。以下「条例」という。）別表第８の規定にかかわらず、同表に規定する額から

その１００分の３０に相当する額を減じた額とする。ただし、期末手当及び退職手当の

額の算出の基礎となる給料月額については、同表に規定する額とする。 

２ 特例期間における基準日（条例第３４条の３に規定する基準日をいう。以下同じ。）

に係る市長の期末手当の額は、同条の規定にかかわらず、当該基準日に係る同条の規定

により算出した期末手当の額からその１００分の３０に相当する額（その額に１円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を減じた額とする。 

（副市長の給与の特例） 

第２条 副市長の給料月額は、特例期間において、条例別表第８の規定にかかわらず、同

表に規定する額からその１００分の１５に相当する額を減じた額とする。ただし、期末

手当及び退職手当の額の算出の基礎となる給料月額については、同表に規定する額とす

る。 

２ 特例期間における基準日に係る副市長の期末手当の額は、条例第３４条の３の規定に

かかわらず、当該基準日に係る同条の規定により算出した期末手当の額からその１００

分の１５に相当する額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）を減じた額とする。 

（教育長の給与の特例） 

第３条 教育長の給料月額は、特例期間において、条例別表第８の規定にかかわらず、同

表に規定する額からその１００分の７に相当する額を減じた額とする。ただし、期末手

当及び退職手当の額の算出の基礎となる給料月額については、同表に規定する額とす

る。 

２ 特例期間における基準日に係る教育長の期末手当の額は、条例第３４条の３の規定に

かかわらず、当該基準日に係る同条の規定により算出した期末手当の額からその１００
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分の７に相当する額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）を減じた額とする。 

（常勤の監査委員の給与の特例） 

第４条 常勤の監査委員の給料月額は、特例期間において、条例別表第８の規定にかかわ

らず、同表に規定する額からその１００分の５に相当する額を減じた額とする。ただ

し、期末手当及び退職手当の額の算出の基礎となる給料月額については、同表に規定す

る額とする。 

２ 特例期間における基準日に係る常勤の監査委員の期末手当の額は、条例第３４条の３

の規定にかかわらず、当該基準日に係る同条の規定により算出した期末手当の額からそ

の１００分の５に相当する額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた額）を減じた額とする。 

（上下水道事業管理者の給料の特例） 

第５条 上下水道事業管理者の給料月額は、特例期間において、条例第３４条の４の規定

にかかわらず、同条の市長が定める額からその１００分の５に相当する額を減じた額と

する。ただし、条例第３４条の５の規定により市長が定める手当及び退職手当の額の算

出の基礎となる給料月額については、条例第３４条の４の市長が定める額とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（市長等の給与の特例に関する条例の廃止） 

２ 市長等の給与の特例に関する条例（令和元年条例第２７号。以下「旧条例」とい

う。）は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ 旧条例第１条第１項に規定する特例期間における基準日に係る期末手当については、

同条から旧条例第４条までの規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 
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（議案第  69  号説明資料） 

 

市長等の給与の特例に関する条例の 

制定について 

 

１ 制定の趣旨及び内容 

市長、副市長、教育長及び常勤の監査委員の給与並びに上下水道事業管理者の給料

について、令和５年６月９日現在において市長の職にあった者に対するこの条例の施

行の日以後の任期中の期間において、次のとおり特例措置を講ずることとし、本条例

を制定するものであること。 

 (1) 次に掲げる者の給料月額及び期末手当の額について、それぞれに定める割合に相当

する額を減額するもの 

  ア 市長 １００分の３０ 

  イ 副市長 １００分の１５ 

  ウ 教育長 １００分の７ 

  エ 常勤の監査委員 １００分の５ 

(2) 上下水道事業管理者の給料月額について、１００分の５に相当する額を減額する

もの 

(3) 市長等の給与の特例に関する条例（令和元年条例第２７号）を廃止するもの 

 

２ 施行期日 

公布の日から施行するものであること。 
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議案第 70 号 

 

市長等の退職手当の特例に関する条例 

 

（市長の退職手当の特例） 

第１条 令和５年６月９日現在において市長の職にあった者（以下「市長」という。）に

対する同日を含む任期（以下「現任期」という。）に係る退職手当は、市長等の退職手

当に関する条例（昭和５６年条例第３７号。以下「市長等退職手当条例」という。）第

２条及び第３条の規定にかかわらず、支給しない。 

（副市長等の退職手当の額に係る特例） 

第２条 市長の現任期中において副市長若しくは常勤の監査委員に選任され、又は教育長

に任命された者に対する退職手当（当該選任又は任命に係る任期に係るものに限る。）

の額は、市長等退職手当条例第３条の規定にかかわらず、同条の規定により計算して得

た額からその１００分の５０に相当する額（その額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）を減じた額とする。 

（上下水道事業管理者の退職手当の額に係る特例） 

第３条 市長の現任期中において上下水道事業管理者に任命された者（当該任命の際堺市

職員退職手当支給条例（昭和３１年条例第１８号。以下「職員退職手当条例」とい

う。）第１８条に規定する退職手当の不支給の適用を受けた者を除く。）に対する退職

手当（当該任命に係る任期に係るものに限る。）の額は、職員退職手当条例の規定にか

かわらず、職員退職手当条例の規定により計算して得た額からその１００分の５０に相

当する額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を減じた

額とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （市長等の退職手当の特例に関する条例の廃止） 

２ 市長等の退職手当の特例に関する条例（令和５年条例第１５号。以下「旧条例」とい

う。）は、廃止する。 

 （経過措置） 
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３ この条例の施行の日において副市長、常勤の監査委員、教育長又は上下水道事業管理

者の職にある者に対する退職手当（同日を含む任期に係るものに限る。）については、

旧条例第２条から第４条までの規定は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 
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（議案第  70  号説明資料） 

 

市長等の退職手当の特例に関する条例の 

制定について 

 

１ 制定の趣旨及び内容 

市長の現任期に係る退職手当並びに市長の現任期中に選任された副市長及び常勤の

監査委員並びに任命された教育長及び上下水道事業管理者に対する退職手当について、

次のとおり特例措置を定めることとし、本条例を制定するものであること。 

 (1) 市長の現任期に係る退職手当については、特例として支給しないこととするもの 

 (2) 副市長、常勤の監査委員、教育長及び上下水道事業管理者に対する退職手当につい

て、特例として次のとおり規定するもの 

ア 市長の現任期中に選任され、又は任命された副市長、常勤の監査委員及び教育 

長に対する退職手当の額については、市長等の退職手当に関する条例（昭和５６

年条例第３７号）に規定する額から１００分の５０に相当する額を減じた額とす

るもの 

イ 市長の現任期中に任命された上下水道事業管理者に対する退職手当の額について

は、堺市職員退職手当支給条例（昭和３１年条例第１８号）に規定する額から１

００分の５０に相当する額を減じた額とするもの 

 (3) 市長等の退職手当の特例に関する条例（令和５年条例第１５号）を廃止するもの 

 

２ 施行期日 

公布の日から施行するものであること。 
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